
② 教育・保育要領チェックシート 

０歳から小学校就学前までの一貫した教育及び保育を展開するに当たり、園児の発達の連続性を

考慮している。 

 

 
園児の在園時間の長短、入園時期や登園日数の違いを踏まえ、園児一人一人の状況に応じ、教育

及び保育の内容やその展開について工夫している。 

 

 

 



 

在園時間が異なる多様な園児がいることを踏まえ、園児の生活が安定するよう、家庭や地域、幼

保連携型認定こども園における生活の連続性を確保するとともに、一日の生活のリズムを整える

よう工夫している。 

 

 

幼保連携型認定こども園として特に配慮すべき事項 Ⅱ （養護～健康及び安全） 

園児の心身の状態等を観察し、不適切な養育の兆候が見られる場合及び虐待が疑われる場合には、

市町村や関係機関と連携を図っている。 

 

 
学校環境衛生基準（換気、採光、照明、保温、施設内各所及びあらゆる設備の清潔保持、その他環

境衛生の維持、感染症の蔓延防止）を理解して実践している。 

 



 

地域や施設の実情に応じて作成した危険等発生時対処要領に基づき、災害や事故の発生に備える

とともに、外部からの不審者等の侵入防止のための措置や訓練など不測の事態に備え、緊急事案・

災害発生時のマスコミへの対応策や園児の安全な引き渡し、心のケアについても必要な対応を計

画し実践している。  

 

 
食育の計画を作成し、教育及び保育の内容に関する全体的な計画並びに指導計画に位置付けてい

る。また、その評価及び改善に努めている。 

 

 
園児が自らの感覚や体験を通して、自然の恵みとしての食材や調理する人への感謝の気持ちが育

つように、園児と調理員とのかかわりや食に対する環境に配慮している。   

 



 
体調不良、食物アレルギー、障害のある園児など、園児一人一人の心身の状態等に応じ、学校医、

かかりつけ医等の指示や協力の下に適切に対応している。   

 

 

 

子育て力の向上及び子育ての経験の継承につながることから、教育及び保育の活動に対する保護

者の積極的な参加を促している。 

 



 
認定こども園法第２条第１２項に規定する子育て支援事業を実施する際には、当該幼保連携型認

定こども園が持つ地域性や専門性などを十分に考慮して、当該地域において必要と認められるも

のを適切に実施している。 

 

 

幼保連携型認定こども園における教育及び保育の基本及び目標 

幼保連携型認定こども園における教育及び保育は、「就学前の子どもに関する教育、保育等の総合

的な提供の推進に関する法律」（以下「認定こども園法」という。）第２条第７項に規定する、①

満３歳以上の子どもに対する教育、②保育を必要とする子どもに対する保育、③子育ての支援を

目的とすることを理解している。  

 

 

乳幼児期の成長は周囲への依存を基盤にしつつ自立に向かうものであることを考慮して、周囲と

の信頼関係に支えられた生活の中で、園児一人一人が安心感と信頼感を持っていろいろな活動に

取り組む体験を教育・保育の中で十分に行っている。     



 

 
園児は、園生活を通し、安定した情緒の下で、自己を十分に発揮することにより発達に必要な体

験を得ていくものであることを考慮している。 

 
乳幼児期における自発的な活動としての遊びは、心身の調和のとれた発達の基礎を培う重要な学

習であることを理解している。 

 

 

乳幼児期における発達は、心身の諸側面が相互に関連し合い、多様な経過をたどって成し遂げら

れていくものであることを理解している。 

 



 
保育教諭等は、園児の主体的な活動が確保されるよう、園児一人一人の行動の理解と予想に基づ

き、計画的に環境を構成している。 

 

 
認定こども園法第９条に規定する６つの教育及び保育の目標の達成に努めるとともに、これらが

満３歳未満の園児の保育にも当てはまることを理解している。 

 

 

 


